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中小企業の現状と経営
岡 田 浩 一
1は じめに
1991年に 「バブル崩壊」 といわれて以来,今 日まで長期的景気低迷が続 いている。この景
気低迷により,毎年多 くの中小企業が倒産 ・廃業 を余儀 なくされ,「バブル崩壊」以降,毎 年
10,000件を越 える倒産を数えるようになっている。1998年には,戦 後3番 目の ワース ト記録と
なる18,988件の企業倒産が発生,99年には15,460件の倒産 となった1)。
2000年に入 り各種の景気報告では,日 本経済は,緩 やかな景気回復基調 に転 じているとい
う報告がなされ,倒 産件数について も,毎月の前年同月比では,減 少傾向がみられるようにな
ってきている。
しか し,景気ウォッチャーによる実感は,景 気の回復を感 じないとする答 えが多 く,依然現
場での景況感は悪いようである。さらに,昨 年来マスコミで も大 きく取 り上げ られ,世 論の注
目を浴びている商工 ロー ンの問題など,中小企業の金融の現状は,厳 しいものである。この中
小企業の資金繰 りをめぐっての一連の問題は,金 融というよりも、そもそもの仕事量の減少や,
発注元からの厳 しいコス ト・ダウン要求が根底 にある。こうした中小企業経営の現場で,は た
して景気回復 という言葉を当てはめることができるのか疑問である。
戦後からこれ まで,日 本における中小企業経営は,さ まざまな経済環境の変化のなかで揺 ら
いできた。今 日の中小企業経営が直面 している厳 しい環境は,日本の産業構造の転換 と連動 し,
構造的かつ,長 期的なものとして捉える必要がある。今日のこうした状況,す なわち構造変化
を決定づけたのは,1985年のプラザ合意による急速な円高進行にまで遡ることになるであろ
う。円高の進行により,輸出関連産業とそれを支える多 くの中小企業に強い影響が現れたので
ある。基本的には,国 内生産がコス ト高 とな り,価格競争力が低下 した結果 もたらされた問題
であった。
この問題の解決策 として,多 くの企業が低賃金労働力,低 コス トを求めて海外への生産シフ
トを開始することになった。 くわえて,国 内経済体質を内需転換することにより,為替変動 に
影響 を受け難い生産体制への転換 も始まった。国内の中小企業にとって前者の動向は,企 業存
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続 に関わる大問題 として捉 えられた。こうした流れは,プラザ合意以前までの中小企業経営 と,
それに基づ く分業関係 に変化をもたらすことになる。すなわち,従 来構築 してきた中小企業の
集積構造の機能が,大 きな変化の局面に対応できなくな り,新たな構造 と機能を模索 しなけれ
ばならな くなったとい うことであろう。
この変化の始 まった当初においては,国 内の中小企業にたい して内需転換,「棲み分け」が
強調 された。低廉 ・豊富な労働力 を背景に展開するアジア企業にたいして,技 術力の高い国内
中小企業 との役割分担がなされれば,国 内の中小企業へのマイナス影響は抑制 されるという見
方があったからである。 しか し,「棲み分け」の背後にある技術格差 は,技 術移転によりしだ
いに縮小 し,機 能の役割分担 としてイメージした境界線が崩れ,ア ジア企業 との競合範囲の拡
大 となって国内の中小企業 を襲 ってきているのである。
国内の中小企業 にとって,技術格差の縮小,競 合範囲の拡大が意味することは,製品の性能,
品質などの高度性 は所与のものとして捉えられ,価 格競争 を展開しなければならないとい う実
態である。それゆえ,中小企業にたいするコス ト・ダウン要求は厳 しさを増 し,経営 を圧迫 し
ているのである。 これに耐えることのできない企業の倒産,廃 業が上記の倒産企業数のなかに
多 く含 まれているのである。
こうした多 くの企業の倒産 ・廃業は,し だいに中小企業の集積を崩壊 させ るものとなってい
る。そ して集積構造の崩壊が技術蓄積 を崩壊 させ,最 終的には生産技術の基盤を失わせるので
はないか という危機感が高 まって きたのである。それが,「日本の製造技術が危ない」「日本の
製造技術が失われる」 とい う危機説 となって現れているのである。従来,一 定の地域 に中小企
業が密集 して存在 し,それぞれの企業が生産工程の部分 を担うことで有機的な機能を果たす よ
うになった集積構造が,転 換が迫 られているのである。そ して,個 々の中小企業が,こ の転換
に対応 しなければ存立 し得ないとい う状況になっているのである。
以下では,東 京圏に集積する中小企業という視点か ら,経済環境の変化 とそれに伴 う中小企
業の集積構造の変化について考察 しながら,そ の変化を加速 させていると思われる中小企業へ
のコス ト・ダウンの実態,そ して,厳 しい実態のなかで再生産されな くなってきている中小企
業の技術 ・技能者の問題,後 継者の問題な どについてみてい く。
2高 密度集積の形成 と現状
図表1に みられるように,東 京の工場数は,1980年代 にはいるまでは,一 貫 して増加傾向を
みせている。 しか し,その増加傾向を支えているのは,従 業員3人以下の小規模企業の増加で
あ り,中 規模企 業や大規模企業 は,横 這 いない し減少 し続 けて きたのである。 すなわち
1960,70年代 は,小 規模企業の高密度化が進展 してきた時期であ り,今 日の集積構造の特徴付
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けがなされ始めた時期である。
その特徴を分業関係 という視点から意味付けると,小規模企業の高密度化は,事 業の専門化
を促進 し,分業の深化をもたらしたこととなる。なぜ なら,小 規模企業は,多 分野にわたって
幅広い事業活動を展開することが困難であ り,特定の分野に専門特化するということが自然で
あるからである。
こうした小規模企業の高密度化,す なわち分業の細分化対応 とい う状況は,高 度成長 を経験
した後に,ニ ーズが多様化 し,市場が細分化 し始めるなかで,重 要な意味をもっていたといえ
る。多様化するニーズ,細 分化する市場に対応する生産をおこなうためには,そ れぞれの専門
分野での技術向上が必要 となり,専門特化 して存立する小規模企業の果たす役割が重視 される
からである。
そ して,大 田に代表 される小規模企業の高密度集積地域においては,小 規模企業が専門特化
することによって,大 規模企業のような自己完結的な生産がなされないとい う特質を他企業と
の連携 によって補完 しあう形態で補 うようになる。すなわち,「仲間回 し」 といわれるネット
ワークの形成であ る。このネットワークの形成により,「大田にいけば,ど んな設計図 も数 日
のうちに製品の形 としてできあがって くる」 といわれる生産体制が地域 として構築 されてきた
のである2)。
図表1東 京の工場数の推移
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資料:「東京の工業」各年版
出所:「平成10年版 東京都中小企業経営白書」1998年。
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この独特な生産体制は,日 本の産業の基幹的な部分 を担 う役割 を果たすようにな り,「ナシ
ョナル ・テクノポリス」 と呼ばれるまでになったのである。そしてこのことは,特 定の産業,
特定の親企業 に専属的関係 をもつ という企業関係 を越え,あ らゆる産業のさまざまな企業 との
関係 をもち,さ まざまな製品の生産における基礎 を支えるという独特な存立 を可能としたので
あった。
このような独特な中小企業集積は,日 本の産業全般における加工機能の土台として,あ るい
は,"コア"と して評価 されるようになるのである。そ して,こ の集積は,さ らに相乗効果 と
して,い っそうの集積の高度化 をもたらす ことになる。すなわち,技術 ・ノウハウ蓄積の高度
化,全 包囲的技術情報の蓄積,新 規開発対応能力のさらなる蓄積である。こうした能力の集積
は,鋳 造,鍛 造,プ レス,研 磨,メ ッキなど,生産活動の基盤 となるそれぞれの業種に分かれ
て,そ れぞれの分野のスペシャリス トとして存立する中小企業が,そ れぞれに保有 し,それ ら
の企業が分業関係 を維持する一大集積拠点を形成 したことによって構築 されたのである。
しかし,近年の中小企業を巡る環境の変化(長 引く不況)は,こ の集積構造のメリッ トを崩
し去る勢いで進んでいる。長期的景気低迷 という点では,1970年代 に経験 したことがあげ ら
れ,そ の際にも多 くの中小企業がダメージを受けたのであるが,今 日の状況 とは少々異な りを
もっている。それを顕著に現 しているのが,製造業の開廃業率の逆転現象である(図表2参照)。
開廃業率は,別 な言い方 をすれば企業の新陳代謝力 といえるのであるが,こ の新陳代謝力の落
ち込みが,今 日の中小企業環境を厳 しくしている要因として考えられる。
かつて,1970年代 に ドル ・シ ョック,オ イル ・ショックという外的要因による不況を経験
す るなかでも,小 規模企業の活発 な開業は,企 業の新陳代謝 を促進 し,マ クロ的には経済活力
を維持することが可能であった。すなわち,経 済環境 に対応できる企業が生 き残 り,経済環境
に対応できる企業が新たに登場するということであった。高度成長後の低成長期は,確 かに,
中小企業にとって経済的な停滞を余儀な くされてはいたものの,全 体的な企業活力という点で
は,今 日以上の力 をもっていたことになる。
しか し,こ うした状況は1980年代 にはいると様相 を変 え始めることになる。1983年をピー
クとして1984年から,東 京の工場数の減少傾向がみられるようになったのである。新規事業
の開業が低迷 し始め,同 時に事業の継承を放棄する企業の増加が工場数の減少 ということにつ
ながったのである。それは,企 業の新陳代謝力の低下が始まったということなのである。そ し
て,こ のことは時期を同じくして,中 小企業の開廃業率の逆転現象となって現れた。
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図表2中 小企業の開廃業率の逆転
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資 料:総 務 庁 「事 業 所 ・企 業 統 計 調 査 」 再 編 加 工
(注)i.昭 和44年～ 平 成3年 「事 業 所 統 計 調 査 」,平 成6年 「事 業 所 名 簿 整 備
調 査 」 と して 行 わ れ た。
2.開 業 率=開 業 年 次 が 前 回調 査 か ら今 回 調 査 時 点 まで の 期 間 に 属 す る
事 業 所 数/前 回 調 査 時 点 の 事 業 所 数/年 数(%)
3.廃 業 率=開 業 率 一増 加 率
出 所:「 平 成10年 版 中 小 企 業 白 書 」1998年
企業の新陳代謝力の低下,そ の具体的現象としての新規開業 ・事業継承の停滞をもたらした
背景 には,国 内の内的要因として次の ようなことがあげられる。それは,東 京を中心 とした一
極集中による地価の高騰,必 要設備の値上が りなどを原因とする創業時の最低必要資本量の増
大,く わえて,事 業に対する規制の強化 も大 きく影響 したとみ られる3)。さらに,外圧的要因
として,プ ラザ合意以降の円高の進行により,国内生産の優位性が低下 したこともあげてお く
必要がある。
そ して企業体質 という点からは,か つて新規開業が活発であった当時の創業者の高齢化が進
み,そ れに対応する後継者を確保することが困難なため,事 業継承難が進展 したことがあげ ら
れる。高齢化が進んだ多 くの中小企業 において,後 継者が決まっていないとする企業がかなり
多い ということも,開廃業率の変化の大きな要因としてあげ られよう(図表3参照)。
また,従 業員1～3人規模の企業が集積構造の中核をな してきたことは先 に述べ たとお りであ
るが,こ の規模の企業における事業継承は,親 子関係 を中心 とした親族による継承が主流であ
り,親族以外の後継者の候補 を見つけることはきわめて困難であることが問題 をいっそ う深刻
にしているといえる(図 表4参照)。こうした現状 を背景 とした工場数の減少は,し だいに企
業の新陳代謝力 を低下 させ,全 体的な企業活力を停滞させることになったのである。大田にお
いて もプラザ合意以降,工 場数の減少が始 まり,そ の回復は未だにみられていないどころか,
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図表3後 継者の有無
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図表4後 継者の血縁関係
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企業数の減少傾向は続いているのである4)。
ここで問題だったのは,バ ブル経済により,経済活力が根本的に停滞 しているとい うことが
見落 とされることになり,水面下で企業の新陳代謝活力が停滞 していった現実が捉 えられてい
なかったことである。それゆえ,バ ブル崩壊 とともに,そ れまで水面下で進行 していた活力停
滞の影響が一気 に噴き出すことになる。
バ ブル崩壊による長期的不況下 において,企業の倒産件数は増大 し,その負債額 も多大なも
のになる一方で,新 規開業な どの新陳代謝の側面から,企業にとっての積極的側面がみ られな
い状況 となったのである。 このことが,景 気停滞局面からの脱出を難 しくしている大きな原因
と考 えることができ,今 日の中小企業政策のなかで起業 ・創業促進に関わるものが多 くみられ
るようになってきていることと関係があるのである。
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3集 積構造の機能的役割とその変化
上でみたように,個 々の企業 レベルで小規模化の進んだ集積構造,そ れを支えた小規模企業
開業の活力停滞は,長 期的不況のなかで,集 積構造 を大きく変化させ る可能性 を秘めていると
ともに,中 小企業の分業構造にも影響 を及ぼすこととなる。
かつて,大 田が集積地 として求められた機能的役割は,大 量生産型産業を支える下請企業 と
しての役割というものであったといえる。京浜工業地帯の中心 に位置 し,地理的条件にも恵 ま
れなが ら,さ まざまな産業が大量生産をお こなう上で,必 要不可欠な存在としてその役割を演
じて きた。この役割は,経 済環境 の変化によって次第に変化 してい くことになる。すなわち,
大:量生産型下請中小企業集積から,高付加価値小ロット生産をおこなう中小企業の集積へとい
うものであった。具体的には小 ロットの試作品加工で,高 度な技術力を必要 とし,短納期を実
現するというものへの変化である。
これは,経 済成長にともない,経 済のパラダイムが,規 模の経済を基軸 とした少品種大量生
産 というものから,範 囲の経済を基軸 とした多品種少量生産へ と変化 してきたことがあげられ
る。そ して,そ れ とともに,開 業資金の増大,企 業維持費の増加などが最 も顕著にみられる首
都東京という特別な地域に存立する中小企業にとって,高付加価値型企業 としての存立が義務
づけられることになったのである。そ して,従来の大量生産型下請的性格が求められる機能や,
労働集約的な部分に関しては,地 方圏 との分業関係 を構築することにより,国内中小企業どう
しで地域間の機能分担 を展開するようになったのである。
しか し,こ うした機能分担の構造 は,プ ラザ合意以降の円高傾向を受けて,さ らに大 きな変
化を余儀なくされることとなった。それは,そ れまでの機能分担を支えていたコス ト面での国
内地域間格差が,ア ジア諸国の企業との関係が入 り込んできたことにより,新たな機能分担の
構造 を必要 としたためである。低 コス トという点に関 しては,か つて地方圏 に求めていた役割
が,い っそうの低 コス ト追求を実現で きるアジア諸国の企業へ とシフ トし,首都圏 ・地方圏 ・
アジア諸国(東 アジア)と いう三極構造が形成 されることとなった。
三極構造形成の初期の段階においては,ア ジア諸国の企業 と国内企業との間の技術力格差が
みられ,三 極それぞれが機能分担する 「棲み分 け」が,コ ス ト面 ・技術面などの要素から比較
的うまくバランスをとって成 り立っていたといえる。 しか し,国内企業のいっそうのコス ト・
ダウン追求 と,ア ジア企業の技術力の向上は,三 極構造 のバ ランスを崩す ようになり,「棲み
分け論」の有効性は失 われるようになって きていると思われる。
「棲み分け論」については,国 内に本社機能をもち,付 加価値の高い部門 として研究開発機
能と,そ の試作関連の生産部門を残 し,低 コス ト追求関連部門については,海 外 にその拠点を
移転,中 間的な部門においては,地 方圏でおこなうというように理解 される。そして,現 にそ
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うした分業体制が三極構造 として形成 されたのであ り,初期の段階において,そ のシステムが
機能 していたといえる。 しか し,このことを動態的に捉 えたとき,その構造の機能が円滑に進
んでい くのか という点に疑問をもたざるを得ない し,事実,そ の構造が崩れてきているのであ
る。
図表5の ように,80年代の後半か ら日本企業の海外進出が急増 し,生産の現地化,取 引の現
地化が進んでい くなかで,着 実にアジア企業との間に存在 していた技術的な面での格差は縮小
してきているといえる。こうした現象は,当 然のことといってもよいであろう。それは,海外
に生産拠点を移転 した企業にとって,そ こでの生産能力や製品品質の向上 などは,必 須のもの
である。それゆえ,海 外の企業にたい しての要求を高めるとともに,技 術移転,技 術指導 も当
然おこなわれることになる。それが,海 外企業の生産ノウハウ蓄積力を速めさせ,し だいにそ
図表5海 外生産比率の推移
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出所:図1に 同 じ
の能力を高めてきたわけである。
図表6(1.2.3)が意味するものは,ま さにアジア企業の技術力の向上がかな りの勢いで進み,
「棲 み分け」 として捉 えてきた 日本企業の領域に影響 を及ぼ してきたということである。 日本
の生産が海外にシフ トし始め,三 極構造が形成される初期の段階においては,技 術力の格差 に
よ り国内中小企業へg影 響 を楽観的にみる向 きもあったが,今 日では,そ うした楽観的見方を
することはで きなくなっている。 もともと 「棲み分け論」は,そ の内部 に自己崩壊する要因を
図表6。1
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一 中小企業の現状と経営 一
図 表6-2
3年前と比校した海
外調達比率(大企業)
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内包 しているとみなければならないのであった。
日本企業の技術力の向上 を支えてきた応用技術 ・開発技術は,現 場での試行錯誤のなかから
展開された創意工夫の産物であ り,その苗床 を 「棲み分け論」として海外シフ トさせることが,
将来的な生産能力 を低下させていくことにつながるということになるのである。 日本的な手法
によって技術力の向上を果た してきた場においては,「生産現場のないところでは,開 発能力
は低下 し,生産現場のあるところに蓄積の力が働 く」 という経験的な捉え方は,普遍性をもつ
ものといえよう5)。
現実に,ア ジア企業がコス ト面での優位性をもち,技術面での追い上げが進むなかで 日本国
内の中小企業は,そ の存立が危ぶまれている。そ して,個 々の企業の経営危機,倒 産 ・転廃業
は,集 積構造の停滞 ・崩壊 をもたらしている。結果的に,集 積構造として生産機能の相乗効果
を発揮 してきた力を失い始めているわけである。
さらに,こ うした生産現場の空洞化の実態 として注目してお く点は,中 小企業の現場を支え
てきた技術者が,高 齢化する一方で,そ の再生産がなされていないとい うことである。東京都
が実施 した調査によれば6),中小製造業のなかで,小 規模企業ほど技術 ・技能系の従業員の高
齢化が顕著であ り,その技術 ・技能の継承が困難な状況にあるという結果が明らかにされてい
る。中小企業の数その ものの減少にくわえて,企 業内での技術 ・技能の空洞化が集積構造の崩
壊 をいっそう深刻な問題としているのである。
前節でふれたように,大 田の集積を例に とって 「大田にいけば,ど んな設計図 も数 日のうち
に製品の形 としてできあがって くる」 というたぐいの集積効果は,個 々の中小企業がそれぞれ
に持つ技術力の結集 した力であった。 くわえて,そ れはすべて高付加価値型中小企業の結合に
66 一 経 営 論 集 一
よって生 じた力ではな く,さ まざまなレベル,分 野でスペ シャリス トである中小企業が,相 互
補完することによって初めて可能 となる能力であろう。ゆえに,個 々の中小企業が姿 を消 し,
中小企業のなかの人的資源が欠乏 してい くことになれば,自 然,現 在の集積効果 も停滞するこ
とになるわけである。
以下では,個 々の中小企業の消滅を引き起 こしている要因として,ま た,人材の再生産を疎
外 している要因 と思われる発注量の減少と,低 コス ト追求すなわちコス ト・ダウン要求の強化
の現状についてみていくことにする
4コ ス ト・ダウンの現状と中小企業の模索
ここでは,大 田区に立地する中小企業へのアンケー ト調査の結果7)をもとに中小企業 にた
いするコス ト・ダウン要求の現状 と,そ れにたいする中小企業の対応についてみてみる。
図表7か らも,一単価 ・加工賃の下降,す なわちコス ト・ダウン要求が強 くなっていることは
明らかである。問題は,こ の傾向にたい して,中小企業が とっている対応のあ り方である。そ
れをみると,小 規模企業では,「生産性の向上」「長時間労働」 といったように,企 業内部に向
けられた対応策を採ることで凌いでいこうとする傾向がみ られ,企 業外部の要因を意識 しての
対応がとりづ らい様子 をうかが うことができる。それにたい して企業規模が大 きくなるに従っ
て,「仕入先の変更 ・仕入れ費用の削減」など,自 社以外の外部環境への働 きかけによってコ
ス ト・ダウン要求に対応 しようとしている傾向をみることがで きる。 くわえて,企 業内部に向
けられた対応策として,企 業規模が大 きなものは,「人件費の削減」によって対応する傾向が
みられる。
企業規模による対応策の違いは,各 規模企業が企業社会に置かれている立場,企 業特性 を示
す一つの指標 とみることがで きる。小規模企業についていえることは,ま ず1点 目として,取
引関係上の問題からコス ト・ダウン要求を他の取引先に転嫁する力 を持つことは困難であると
い うこと。2点目として,人 件費の削減については,そ もそもその対象 となる人員が少 なく,
効果薄であることが明らかであるとともに,貴重な人的資源としてこれ以上の合理化 をするこ
とが企業存続 それ自体 に関わる問題 となって しまう危険性 をもっていることがあげられる。そ
れゆえ,必 然的に,「長時間労働」 による生産性の向上 を対応策として重視 しな くてはならな
いことになるのである。
一方,企 業規模が大 きくなることによって,取 引関係上の力関係は,小 規模企業に比べて相
対的に強 くなり,コス ト・ダウン要求の対応策として多少な りとも仕入先などに転嫁 してい く
余地が高 くなる可能性がある。また,従 業員数が多い ということから,人件費削減による効果
の期待度は小規模企業 に比べて高 く,実行可能性 も高い ものと考えられる。
図表73年 前 と比較 した単価 ・加工賃の変化
単価 ・需要等 単価 ・加工賃の3年前との比較
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出所:福 島他 『中小企業集積 と分業構造』 日本大学経済学部経済科学研究所,1998年より。
図表8コ ス ト・ダウンに対す る対応策
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ここでさらに,各 中小企業が,コ ス ト・ダウン要求への対応 とともに,自 社の生き残 りをか
ける企業体質の差別化の状況についてみてみる。企業規模別に同業他社 にたいす る優位性の発
揮の場についての意識をみると,一つの傾向がみ られる。それは,小 規模 な企業では 「品質 ・
精度の高 さ」 「納期の速 さ ・正確 さ」 を同様 に重視 しているのにたい し,企業規模が大 きくな
ると 「納期の速 さ ・正確 さ」に比べて 「品質 ・精度の高 さ」の方を重視する傾向が強 くなると
いうことである(図 表9参照)。
この状況については次のような推測がなされる。すなわち,小 規模企業では専門特化 した技
術分野が競争他社(ア ジア企業)の 技術力向上により優位性が低 くなり,納期の速さやその正
確性 といった部分で優位性 を維持 していかなければならない。一方,企 業規模が大きくなるほ
ど複合的な技術 を高度化 させることにより,競争他社(ア ジア企業 も含め)と の差別化 をはか
ろうとしているのではないだろうか。
図表9同 業他社よりも優位性を高めるための対策
単価 ・需要等 今後、同業他社より優位を高めるための対策
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図表10需 要拡大のための営業 ・販売対策
単価 ・需要等 今後、需要拡大のための営業 ・販売対策
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そ して,差 別化の展開によって新たな需要の開拓が急務 となっているようであ り,全体の傾
向をみると,か なりの企業でみ られる需要拡大努力は,「新たな受注先開拓 に取 り組む」 とい
うものである(図 表10参照)。このことは,既 存の取引関係での現状打開にたい しての厳 しい
認識があることを物語 っている。
新たな受注先の開拓 を展開するためには,あ る程度の営業力や,そ のための人員が必要であ
り,小規模企業では,そ の余力があるかどうかということが成否の鍵 を握ることになるといえ
る。ただ し,そ うした余力があるか否かということに関わらず,現 実問題 として,開 拓努力を
していかなければならない というのが現状であろう。
それ とい うのは,こ れ まで中小 企業 が企業 間関係 のなかで求め られて きたQCD能 力
(Quality・Cost・Delivery-Time)が,一定の水準にまで高 まったレベルで展開されているとい
うことは,産 業界では当然の こととして受け止め られるようになっている。それゆえ,QCD
能力に くわえてさらなる能力の付加が必要となっている。すなわちQCDプラスD(Design・
Development)ということになるのである。この能力を積極的に外部 に発信 してい くことが不
可欠なのである。この情報発信力が,新 たな受注先の開拓につなが り,新たな市場の開拓に も
つながるのであ り,現状打開をはかるために最低限求められる能力となっているのである。
5む すび
ここまでは,小 規模企業の経営の厳 しさを物語るものであったが,小 規模な企業で も,上で
みて きた ようなハ ンデ ィをカバーする対応がないわけではない。むしろ大田の集積力を高め,
世に 「ナショナル ・テクノポリス」 といわ しめる力の源 となっている 「仲間回し」 に代表 され
る仲 間とのネッ トワークへのいっそうの期待である。従来この仲 間回しに代表される 「ネッ ト
ワーク」が,大 田における集積構造 の機能面での深みと厚み をもたせ,集 積のメリッ トに相乗
効果を与 えてきた。このネ ットワークは,小 規模な企業が,そ れぞれの専門能力 を活か し,そ
れぞれの不足分 を相互に補うとい う形を取 ることによって,人 員の少 ない小規模企業同士が,
外部経営資源 としての人材 を有効活用する形態である。今 日の厳 しい環境のなかで,中 小企業
が,こ の形態に再び新たな期待をかけているのである。
企業規模 の大小によってコス ト・ダウン要求の対応は異なり,小規模企業ほどコス ト・ダウ
ン要求 を自社内に抱え込 まなければならない実態があった。 さらにそこから,対応策の選択肢
が小規模企業 ほど少ないのではないか ということが推測された。このことは,従 来従業員1～
3人規模の企業の増加 によって形成 され,深 みと厚みをもってきた大田の集積構造の存立基盤
を脅かす現実が浮 き彫 りになっているということである。
小規模企業がそれぞれの専門能力 に特化 し分業の深化 を進めるとともに,「仲間回 し」のよ
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うに,企 業間での相互連携(補 完)を おこない集積 メリッ トを発揮 させてきた構造の危機は,
いち大田の問題 を越 えたもの として捉えなければならないと思われる。「ナシ ョナル ・テクノ
ポリス」 と評される大田の問題が,日 本の製造業に及ぼす影響は大なのである。それゆえ,現
状の大田中小企業の対策は大いに注 目されるのである。
集積の中心的存在である小規模企業では,「仲間 とのネットワーク」に期待 をかけ,'いっそ
うの相互補完をはかることによって局面打開をはかろうという傾向がみられる。営業などに人
手を回すことのできない小規模企業では,こ のネットワークが営業人員に勝る外部経営資源の
活用となるのである。内部経営資源である専門能力 を発揮 し,外部経営資源を有効活用するネ
ッ トワークが,大 田の集積構造に新たな強み をもたせることになろう。
近年では,円 高以降アジア諸国に展開 していった受注が,再 び 日本に戻 ってきているという
声も多 く聞 くようになってお り,集積構造の再活性化,企 業活力の再生を求める声が高 まって
きている。こうした状況のなかで,冒 頭紹介 した 「危機説」にたい して声高に叫ばれるように
なっているキーワー ドがある。それは,「21世紀は中小企業の時代である」あるいは,「ベ ン
チャー ・ビジネスの時代である」 といった類の言葉である。
見方によっては,「バブル崩壊」以降の景気低迷 と企業活力の低下にたいして,期 待 を込め
たスローガ ンということもで きるが,果 たしてそれだけの意味 しか持たない言葉なのであろう
か。答えは,否 であろう。中小企業をとりまく環境は確かに厳 しいものとなっているが,こ の
変化が中小企業の活力 を求めていることも記 しておかなければならない。それは,完 成品,部
分品なども含めたあ らゆる製品市場においてニーズが多様化,高 度化 し,一企業でそれらのニ
ーズに対応することが困難になっていることが理由である。多様なニーズに対応する技術力 を
一企業で常に確保 し続けるには,研究開発費などコス ト面からも不可能 といってよい。 くわえ
て,市 場の細分化の過程で,か つての ような大量生産 ・大量販売 といったスケールメリットの
追求がなされる範囲は縮小 してきている。
こうした状況のなかでは,必 然的に特定分野での専門的ノウハ ウを蓄積 した中小企業の役割
が期待されることになろう。また,前 述 した ようにアジアの企業 との間で技術格差が縮小 し競
合範囲の拡大 した分野では低コス ト実現競争が熾烈 となるため,国 内企業の優位性 を発揮でき
る分野への進出,開 拓 をはからなければならな くなる。 この競合範囲のなかで中心的存在であ
ったのは,下 請中小企業といわれるものであった。 しか し,従来型の下請中小企業がすべてこ
うした変化 に対応することができず,結 果的に新 たな分野への期待 として,新 規開業を含めた
ベンチャー ・ビジネスが注 目されることになっているのである。そ して,新 規開業,ベ ンチャ
ー ・ビジネスなどが,企業の新陳代謝力 を高め,経 済活力の活性化 にも結びついてい くことに
なるのであ り,「21世紀 は中小企業の時代である」「ベ ンチ ャー ・ビジネスの時代である」 と
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いうキーワー ドにつながっているのである。
そ して従来型の下請中小企業から新たなタイプの中小企業への転換の現れ といってもよい傾
'向がみられる
。それは,下 請 中小企業比率の低下である。「工業実態基本調査」,「下請取引等
実態調査」によれば,近 年になって,下 請中小企業比率が低下 していることが報告されている
8)。これは,多 くの中小企業で下請的な業務での限界がみられるようになったことも大 きく作
用 しているのではなかろうか。そ して,下 請から脱却 して自立化 をはかる企業が,相 対的に増
加 しているというわけである。 まさに,ア ジア企業との競合範囲からの脱却と重なる現象なの
であ り,新 たなタイプの中小企業がサバイバル競争を展開 しているといえる。現在のこうした
変化 は,日 本の中小企業 にとっての構造変化であ り,中小企業の経営の対応が迫 られているの
であるが,そ の一方で,こ の構造変化 に対応することにより,強い競争力 をもつ新たな中小企
業集積の構築がなされることになると思われる。
注
1東 京商工 リサーチ調査による。
2関 満博 『フルセット型産業構造を越えて』中公新書,1993年,『地域経済と中小企業』ちくま新書,1995
年など。
3新 規開業資金について,『新規開業白書』によれば,開業資金について,82年の運転資金は429万円,設備
資金491万円から91年には運転資金562万円,設備資金897万円,95年には運転資金336万円,設備資金1909
万円となってお り,運転資金は,む しろ減少したにもかかわらず,設備資金(不 動産を含む)は大幅な増加
となっていることに注目する必要がある。
4
大田の工場数の推移
昭和55年 昭和60年 平成2年
製造業計 8,307 8,897 7,86a
機械金属工業計 6,542 7,483 6,641
件数
大田区 『大田区工業の構造変化に関する調査報告書」1995年より。
5日 本の技術開発については,現場での創意工夫のなかから積み上げてきたものが多 く,革新という点では累
積的革新が日本的なものであるといわれているなかで,そ の苗床 となっている生産現場を海外にシフトする
ということについては強い危機意識を持たざるを得ないのである。
6東 京都労働経済局 『都内中小製造業の技術 ・技能集積と人材育成に関する調査報告書」1999年3月。筆者は,
同報告書作成にあたり東京都の検討委員会のメンバーとして調査をおこなった。速報 として,1999年5月25
日付け 『日本経済新聞」に掲載。
7福 島久一 ・小谷紘司 ・大澤勝文 ・草原光明 ・岡田浩一 ・八幡一秀 「中小企業集積と分業構造」r中小企業集
積と分業構造 ～大田区機械金属工業の実態調査～」日本大学経済学部経済科学研究所,1998年による。
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8下 請中小企業比率は,1981年には65%,1987年には55.9%,1996年では51.6%と報告されている。ここで
の下請中小企業比率を示 した数字の根拠は1981年,87年の調査は 「工業実態基本調査」によるものであり,
96年は,「下請取引等実態調査」によるものであり,連続性はないのであるが,傾 向として下請比率の低下を
みることができよう。『平成9年版中小企業白書」1997年,P.147。
(なお本稿は,「申小企業の現状 とこれからの経営」中央大学出版部1999年出版の第3章に筆者が寄稿 した 「中
小企業を巡る環境変化とその対応」を加筆訂正したものである。)
